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(記載金額は百万円未満を切捨て表示) 

１．平成 20 年３月期第３四半期の業績概況(平成 19 年４月１日 ～ 平成 19 年 12 月 31 日) 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年同四半期増減率)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20 年３月期第３四半期 54,770 9.9 2,248 △16.9 1,751 △28.2 557 △55.0
19 年３月期第３四半期 49,838 0.7 2,705 △9.8 2,440 △9.3 1,238 △6.3

19 年３月期 69,193 3,881 3,314  1,753 
 

 
１株当たり四半期
(当 期 )純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当 期 )純 利 益

 円 銭 円 銭

20 年３月期第３四半期 3 69 3 68
19 年３月期第３四半期 8 00 7 98

19 年３月期 11 37 11 35
 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１ 株 当 た り 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年３月期第３四半期 109,605 46,319 39.8 289 55
19 年３月期第３四半期 107,777 47,293 41.1 290 51

19 年３月期 103,851 47,845 43.3 294 35
 

(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による
キャッシュ･フロー

投資活動による
キャッシュ･フロー

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金 
同等物期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期第３四半期 2,217 △3,973 2,025 1,333
19 年３月期第３四半期 3,345 △5,546 △924 1,337

19 年３月期 8,030 △6,497 △5,036 1,051
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
(基準日) 中間期末 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭

 19 年３月期 ― 2 50 2 50

 20 年３月期(実績) ― ― 
 20 年３月期(予想) ― 2 50

2 50

 
３．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日 ～ 平成 20 年３月 31 日） 【参考】 

（％表示は、対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通     期 78,000 12.7 3,900 0.5 3,300 △0.4 1,300 △25.9 8 63
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４．その他 
  
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 
［新規  ―社  除外  １社(東京製綱スチールコード㈱)］ 
(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 
 
［（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。］ 
 

 

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料において、平成 19 年 11 月 13 日に公表しました業績予想を変更しております。業績予想に関

する事項については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ３．連結業績予想に関する定性的情報

をご覧ください。 

２．上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実

際の業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に総じて緩やかな成長を続けてきた

ものの、建築基準法改正による着工戸数の減少、原油価格・素材価格の高騰・高止り、サブプライ

ムローン問題の影響による株価下落、為替円高の影響等より、今後の景気動向については懸念が広

がっております。 

当社グループを取り巻く事業環境は、エレベータロープや海底ケーブル向ワイヤなどの需要増に

より高い活動水準が継続しておりますが、原燃料および資材の価格高騰やタイヤコードの事業環境

悪化により、一段と厳しさが増しております。 

このような事業環境の中、当社グループは需要増を確実に捉えた営業・生産活動の展開に加えて、

昨年６月に策定した新中期経営計画「ステップアップ 8･7」の目標である、平成 21 年度の売上高

800 億円、売上高経常利益率 7％以上の達成に向けて、新工法・差別化商品の投入、継続的な原価

低減活動、海外事業の積極的展開等の施策を進めております。 

その結果、販売面では、エレベータロープや海底ケーブル向ワイヤなどの販売が好調に推移した

ことや関係会社の増収もあり、売上高は 54,770 百万円と前年同期比 9.9％の増収になりました。 

利益面では、売上増による増益要素があったものの、原燃料および資材の価格高騰に加えて、タ

イヤコードの販売数量・価格ダウンや東京製綱(常州)有限公司の立上げの影響による減益要素が大

きく、営業利益は 2,248百万円（前年同期比 16.9％減）、経常利益は 1,751百万円（前年同期比 28.2％

減）、四半期純利益は 557 百万円（前年同期比 55.0％減）となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

(1)資産、負債及び純資産の状況 

当社グループの当第３四半期末の総資産は、前連結会計年度末と比べ 5,754 百万円増加の

109,605 百万円となりました。これは、活動水準が上がったことにより売上債権やたな卸資産が

増加したことなどが主な要因であります。 

負債については、支払手形、買掛金及び借入金の増加により、前連結会計年度末と比べ 7,279

百万円増加の 63,285 百万円となりました。 

純資産については、株価の下落によるその他有価証券評価差額金の減少及び自己株式の取得な

どにより、前連結会計年度末と比べ 1,525 百万円減少の 46,319 百万円となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 281 百万円増加し、

1,333 百万円になっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローは利益の計上などにより、2,217 百万円の収入となりまし

た。 

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産や投資有価証券の取得等により、3,973 百

万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは自己株式の取得や配当金の支払がありましたが、長期資

金の借入を実施したことにより、2,025 百万円の収入となりました。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

当期の売上高につきましては連単とも前回予想通りでありますが、利益面につきましては、鋼索

鋼線・スチールコード事業における原燃料価格の上昇、東京製綱(常州)有限公司立ち上げの遅れ、

環境建材事業における受注伸び悩みや部材コストアップ等により連単とも前回予想を下回る見込

であり、平成 19 年 11 月 13 日の中間決算短信で発表しました通期の連結業績予想及び個別業績予

想を下表のとおり修正いたします。 

 

(連結業績－通期) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(Ａ) 78,000 4,500 4,000 1,800 11 95

今回修正予想(Ｂ) 78,000 3,900 3,300 1,300 8 63

増減額(Ｂ－Ａ) ― △600 △700 △500 

増減率(％) ― △13.3 △17.5 △27.8 

前期実績(平成 19 年３月期) 69,193 3,881 3,314 1,753 11 37

 

(個別業績－通期) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(Ａ) 51,000 3,500 3,100 4,900 32 53

今回修正予想(Ｂ) 51,000 3,200 2,800 4,800 31 87

増減額(Ｂ－Ａ) ― △300 △300 △100 

増減率(％) ― △8.6 △9.7 △2.0 

前期実績(平成 19 年３月期) 47,421 1,994 1,935 1,375 8 92

 

４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

平成19年10月１日付けで、特定子会社である東京製綱スチールコード㈱を吸収合併いたしました。 

(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用 

税金費用の計上方法について、一部簡便的な方法を採用しております。 

(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

(役員退任慰労引当金) 

役員退任慰労金は、従来、支出時の費用としておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(平成 19 年４月

13 日改正 日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第 42 号)を適用し、当期から役員退任慰

労金規定に基づき、期末要支給額を役員退任慰労引当金として計上する方法に変更しております。 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

当期より、法人税法の改正に伴い、平成 19 年４月１日以降に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 
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〔添付資料〕

１．（要約）四半期連結貸借対照表

（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

資 産 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ 流動資産     

  現金及び預金 1,365 1,090 274 1,409

  受取手形及び売掛金 17,746 16,098 1,648 18,001

  たな卸資産 13,988 11,054 2,934 12,394

  繰延税金資産 1,665 1,991 △325 1,863

  その他 3,775 3,186 589 3,026

  貸倒引当金 △129 △128 △1 △110

  流動資産合計 38,412 35.0 33,292 32.1 5,120 36,585 34.0

  Ⅱ 固定資産     

有形固定資産     

  建物及び構築物 10,235 10,616 △380 10,653

  機械装置及び運搬具 15,141 15,188 △47 14,644

  土地 20,957 20,976 △19 20,970

  信託固定資産 8,809 9,034 △225 9,109

  建設仮勘定 1,137 1,099 37 1,787

  その他 620 526 94 492

      計 56,902 51.9 57,442 55.3 △540 57,658 53.5

 無形固定資産 912 0.8 676 0.7 235 557 0.5

投資その他の資産     

  投資有価証券 7,801 7,714 87 7,806

  繰延税金資産 2,253 1,691 561 2,520

  その他 3,584 3,291 292 2,899

  貸倒引当金 △262 △265 3 △260

      計 13,376 12.3 12,431 11.9 944 12,965 12.0

  固定資産合計 71,190 65.0 70,550 67.9 639 71,181 66.0

  Ⅲ 繰延資産 2 0.0 8 0.0 △6 10 0.0

資  産  合  計 109,605 100.0 103,851 100.0 5,754 107,777 100.0

(平成19年３月31日現在)

当第３四半期末

(平成19年12月31日現在)

前連結会計年度末 前年同四半期末

(平成18年12月31日現在)
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（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

負 債 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ  流動負債     

  支払手形及び買掛金 16,035 12,877 3,158 12,928

  短期借入金 19,395 17,549 1,845 17,860

  未払費用 2,022 1,961 60 2,217

  賞与引当金 628 1,047 △419 570

  その他 3,049 2,213 835 2,690

  流動負債合計 41,131 37.5 35,650 34.3 5,480 36,267 33.6

  Ⅱ  固定負債

  長期借入金 3,156 2,103 1,053 5,919

  繰延税金負債 34 23 11 66

  再評価に係る繰延税金負債 7,637 7,642 △5 7,642

  退職給付引当金 2,675 2,346 329 2,326

  役員退任慰労引当金 206 － 206 －

  信託長期預り金 6,653 6,522 131 6,478

  長期前受賃料 846 978 △131 1,021

  負ののれん 86 112 △25 119

  その他 857 627 229 641

  固定負債合計 22,154 20.2 20,355 19.6 1,798 24,216 22.5

負　債　合　計 63,285 57.7 56,006 53.9 7,279 60,483 56.1

 純 資 産 の 部

  Ⅰ　株主資本

  資本金 15,074 13.8 15,074 14.5 － 15,074 14.0

  資本剰余金 8,566 7.8 8,566 8.2 △0 8,566 7.9

  利益剰余金 8,345 7.6 8,161 8.0 183 7,645 7.1

  自己株式 △2,316 △2.1 △1,827 △1.8 △489 △1,841 △1.7

  株主資本合計 29,668 27.1 29,975 28.9 △306 29,445 27.3

  Ⅱ　評価・換算差額等

  その他有価証券評価差額金 1,686 1.5 2,728 2.6 △1,041 2,768 2.6

  繰延ヘッジ損益 0 0.0 － － 0 9 0.0

  土地再評価差額金 11,525 10.5 11,533 11.1 △8 11,533 10.7

  為替換算調整勘定 733 0.7 695 0.7 38 565 0.5

  評価・換算差額等合計 13,947 12.7 14,956 14.4 △1,009 14,876 13.8

  Ⅲ　少数株主持分 2,703 2.5 2,912 2.8 △209 2,971 2.8

純　資　産　合　計 46,319 42.3 47,845 46.1 △1,525 47,293 43.9

負 債 、 純 資 産 合 計 109,605 100.0 103,851 100 5,754 107,777 100

前年同四半期末

(平成18年12月31日現在)

当第３四半期末

(平成19年12月31日現在)

前連結会計年度末

(平成19年３月31日現在)
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２．（要約）四半期連結損益計算書

（単位  百万円）

金  額 百分比 金  額 百分比 金額 比 率 金  額 百分比

％ ％ ％

 Ⅰ 売上高 54,770 100  49,838 100  4,932 9.9 69,193 100  

 Ⅱ 売上原価 45,186 82.5 40,257 80.8 4,929 55,951 80.9

売上総利益 9,584 17.5 9,581 19.2 3 13,242 19.1

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,336 13.4 6,876 13.8 460 9,360 13.5

営業利益 2,248 4.1 2,705 5.4 △456 △16.9 3,881 5.6

 Ⅳ 営業外収益 386 0.7 385 0.8 1 507 0.7

受取利息 23 19 3 33

受取配当金 109 104 5 117

その他 253  261  △7 356  

 Ⅴ 営業外費用 882 1.6 650 1.3 232 1,074 1.5

支払利息 392 374 18 499

その他 490  275  214 575  

経常利益 1,751 3.2 2,440 4.9 △688 △28.2 3,314 4.8

 Ⅵ 特別利益 385 0.7 206 0.4 178 606 0.9

固定資産売却益 － 206 △206 206

投資有価証券売却益 385 － 385 －

解約和解金収入 － － － 400

 Ⅶ 特別損失 613 1.1 425 0.8 188 592 0.9

役員退任慰労金 293 120 173 120

土地売却損 2 － 2 －

固定資産除却損 75 － 75 －

事業撤退損失 － － － 86

完成工事損失 48 － 48 －

ゴルフ会員権評価損 19 － 19 10

役員退任慰労引当金繰入額 174 － 174 －

中国開業準備費用 － 188 △188 190

課徴金等 － 116 △116 185

税金等調整前四半期(当期)
純利益

1,523 2.8 2,221 4.5 △697 △31.4 3,328 4.8

税金費用 1,173  1,034  138 1,724  

少数株主損失 207  51  155 149

四半期(当期)純利益 557 1.0 1,238 2.5 △681 △55.0 1,753 2.5

(参考)前連結会計年度

自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日

増  減

当第３四半期

自 平成19年４月１日

至 平成19年12月31日

前年同四半期

自 平成18年４月１日

至 平成18年12月31日

科  目
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３．（要約）四半期連結株主資本等変動計算書

　 当第３四半期（自 平成19年４月１日　至 平成19年12月31日） （単位  百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

15,074 8,566 8,161 △1,827 29,975

剰余金の配当 － － △381 － △381
四半期純利益 － － 557 － 557
土地再評価差額金の取崩 － － 8 － 8
自己株式の取得 － － － △499 △499
自己株式の処分 － △0 － 9 9
株主資本以外の項目の
四半期中の変動額(純額)

－ － － － －

－ △0 183 △489 △306
15,074 8,566 8,345 △2,316 29,668

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

2,728 － 11,533 695 14,956 2,912 47,845

剰余金の配当 － － － － － － △381
四半期純利益 － － － － － － 557
土地再評価差額金の取崩 － － △8 － △8 － －
自己株式の取得 － － － － － － △499
自己株式の処分 － － － － － － 9
株主資本以外の項目の
四半期中の変動額(純額)

△1,041 0 － 38 △1,001 △209 △1,210

△1,041 0 △8 38 △1,009 △209 △1,525
1,686 0 11,525 733 13,947 2,703 46,319

　 前年同四半期（自 平成18年４月１日　至 平成18年12月31日） （単位  百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

15,074 8,542 6,817 △969 29,465

剰余金の配当 － － △390 － △390
四半期純利益 － － 1,238 － 1,238
土地再評価差額金の取崩 － － △19 － △19
自己株式の取得 － － － △937 △937
自己株式の処分 － 23 － 65 89
株主資本以外の項目の
四半期中の変動額(純額)

－ － － － －

－ 23 828 △872 △20

15,074 8,566 7,645 △1,841 29,445

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

3,187 － 11,514 607 15,309 2,841 47,616

剰余金の配当 － － － － － － △390
四半期純利益 － － － － － － 1,238
土地再評価差額金の取崩 － － 19 － 19 － －
自己株式の取得 － － － － － － △937
自己株式の処分 － － － － － － 89
株主資本以外の項目の
四半期中の変動額(純額)

△419 9 － △42 △452 129 △323

△419 9 19 △42 △433 129 △323

2,768 9 11,533 565 14,876 2,971 47,293

第３四半期中の変動額合計

平成19年12月31日残高

少数株主
持分

純資産
合計

平成19年３月31日残高

第３四半期中の変動額

平成19年３月31日残高

第３四半期中の変動額

第３四半期中の変動額合計

平成19年12月31日残高

純資産
合計

平成18年３月31日残高

平成18年12月31日残高

第３四半期中の変動額

第３四半期中の変動額合計

少数株主
持分

平成18年３月31日残高

第３四半期中の変動額

第３四半期中の変動額合計

平成18年12月31日残高  



 －９－

　 前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （単位  百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

15,074 8,542 6,817 △969 29,465

剰余金の配当 － － △390 － △390
当期純利益 － － 1,753 － 1,753
土地再評価差額金の取崩 － － △19 － △19
自己株式の取得 － － － △941 △941
自己株式の処分 － 23 － 83 107
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

－ 23 1,343 △858 509
15,074 8,566 8,161 △1,827 29,975

評価・換算差額等
その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

3,187 11,514 607 15,309 2,841 47,616

剰余金の配当 － － － － － △390
当期純利益 － － － － － 1,753
土地再評価差額金の取崩 － 19 － 19 － －
自己株式の取得 － － － － － △941
自己株式の処分 － － － － － 107
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△459 － 87 △371 71 △300

△459 19 87 △352 71 228
2,728 11,533 695 14,956 2,912 47,845

連結会計年度中の変動額合計

平成19年３月31日残高

少数株主
持分

純資産
合計

平成18年３月31日残高

連結会計年度中の変動額

平成18年３月31日残高

連結会計年度中の変動額

連結会計年度中の変動額合計
平成19年３月31日残高

 



 －１０－

４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）
当第３四半期 前年同四半期 (参考)前連結会計年度

平成19年４月１日から 平成18年４月１日から 増 減 平成18年４月１日から

平成19年12月31日まで 平成18年12月31日まで 平成19年３月31日まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

1 税金等調整前四半期(当期)純利益 1,523 2,221 △697 3,328

2 減価償却費 2,694 2,259 434 3,091

3 退職給付引当金の増減(△)額 329 △63 392 △43

4 役員退任慰労引当金の増減(△)額 206 － 206 －

5 事業撤退損失 － － － 86

6 ゴルフ会員権評価損 22 － 22 10

7 固定資産売却損 2 － 2 －

8 固定資産除却損 75 － 75 －

9 中国開業準備費用 － 188 △188 190

10 課徴金等 － 116 △116 185

 11 支払利息 392 374 18 499

12 受取利息・配当金 △132 △123 △ 8 △150

13 持分法による投資損益 14 △26 40 △33

14 役員退任慰労金 293 120 173 120

15 固定資産売却益 － △206 206 △206

16 投資有価証券売却益 △385 － △385 －

17 解約和解金収入 － － － △400

18 売上債権の増(△)減額 △1,658 616 △2,275 2,519

19 たな卸資産の増(△)減額 △2,932 △2,936 3 △1,616

20 仕入債務の増減(△)額 3,189 1,229 1,959 1,085

21 その他 △512 797 △1,309 557

 小計 3,121 4,567 △1,446 9,224

22 利息及び配当金の受取額 136 129 7 151

23 役員退任慰労金の支払額 △60 △120 59 △120

24 課徴金等の支払額 － － － △173

25 解約和解金の入金額 － － － 400

26 利息の支払額 △382 △375 △ 7 △502

27 法人税等の支払額 △597 △856 258 △948

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,217 3,345 △1,127 8,030

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1 投資有価証券の取得による支出 △1,904 △12 △1,892 △13

2 投資有価証券の売却による収入 452 10 441 10

3 関係会社株式取得による支出 △15 △12 △2 △14

4 関係会社出資による支出 － △394 394 △675

5 貸付けによる支出 △106 △40 △65 △92

6 貸付金の回収による収入 101 46 54 65

7 有形固定資産の取得による支出 △2,062 △5,918 3,856 △6,405

8 有形固定資産の売却による収入 24 851 △826 861

9 その他 △463 △75 △388 △233

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,973 △5,546 1,572 △6,497

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1 短期借入金の純増減(△)額 852 890 △38 △2,848

2 長期借入による収入 3,000 1,500 1,500 1,500

3 長期借入金の返済による支出 △954 △2,005 1,050 △2,391

4 配当金の支払額 △379 △388 8 △388

5 自己株式取得による支出 △502 △945 443 △948

6 その他 9 23 △14 41

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,025 △924 2,950 △5,036

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 12 94 △ 82 187

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額 281 △3,031 3,312 △3,316

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,051 4,368 △3,316 4,368

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,333 1,337 △3 1,051

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている金額との関係

   現金及び預金勘定 1,365 1,409 1,090

   預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △32 △72 △39

   現金及び現金同等物の期末残高 1,333 1,337 1,051  



 －１１－

５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

当第３四半期 （自平成19年 4月 1日　至平成19年12月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

　売上高及び営業損益
　　売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する売上高 30,752 16,280 1,048 6,689 54,770 － 54,770 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　　 又は振替高 119 314 － 1,230 1,664 ( 1,664) － 

計 30,872 16,594 1,048 7,920 56,435 ( 1,664) 54,770 

　　営　業　費　用 30,233 15,860 438 7,655 54,187 ( 1,664) 52,522 

　　営　業　利　益 639 733 609 265 2,248 － 2,248 

前年同四半期 （自平成18年 4月 1日　至平成18年12月31日） （単位：百万円）
鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

　売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 29,494 12,905 1,028 6,409 49,838 － 49,838 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 100 291 － 1,124 1,517 ( 1,517) － 

計 29,594 13,196 1,028 7,534 51,355 ( 1,517) 49,838 

　　営　業　費　用 28,181 12,751 444 7,273 48,650 ( 1,517) 47,133 

　　営　業　利　益 1,413 445 584 261 2,705 － 2,705 

前連結会計年度 （自平成18年 4月 1日　至平成19年 3月31日） （単位：百万円）
鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

　売上高及び営業利益
　　売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する売上高 38,933 20,080 1,377 8,802 69,193 － 69,193 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　　 又は振替高 184 416 － 1,441 2,043 ( 2,043) － 

計 39,117 20,497 1,377 10,244 71,236 ( 2,043) 69,193 

　　営　業　費　用 37,278 19,608 581 9,886 67,354 ( 2,043) 65,311 

　　営　業　利　益 1,839 888 796 357 3,881 － 3,881 

(注)1.事業区分の方法
　  　内部管理上採用している区分によっております。
　　2.各事業区分の主要製品

区　分 　　主　要　製　品
鋼索鋼線関連事業 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、タイヤ用スチールコード
開発製品関連事業 道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計･施工、金属繊維、産業機械、

粉末冶金製品
不動産関連事業 不動産賃貸
その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品

（２）所在地別セグメント情報

　　全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を
　省略しております。

（３）海外売上高

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。  


